
◎基本情報

主

副

● 対象 ○ 対象外 ● 対象 ○ 対象外

○ 経常経費 ● 臨時的経費

○ 内部管理　　 ○ 法定経費 ○ 指定管理

○ 直営　 ○ 一部委託 ○ 全部委託　 ● 補助助成　 ○ その他

◎事業費

計（事業費＋人件費） 17,746 19,000 14,284 22,880

事業費

の内訳

令和3年度決算

１４，２８４千円（さっぽろ産業振興財団への補助金）
・企業補助金　９，３３５千円
・セミナー開催経費　１９４千円
・コーディネーター人件費・事務費　４，７５５千円

令和4年度予算

２０，０００千円（さっぽろ産業振興財団への補助金）
・企業補助金　１４，０００千円
・セミナー開催経費　５８０千円
・コーディネーター人件費・事務費　５，４２０千円

人工 0.4 0.0 0.0 0.4

人件費 2,880 0 0 2,880

事業費 14,866 19,000 14,284 20,000

うち特定財源 0 0 0 0

（単位：千円）

令和2年度決算 令和3年度予算 令和3年度決算 令和4年度予算

0 年度

関連法令・条例・
要綱等

食品衛生法等の一部を改正する法律

他都市の状況

国：食品産業の輸出向けＨＡＣＣＰ等対応施設整備事業
函館市：国際的に通用する衛生認証取得に係る補助金交付

実施結果

①１０件の申請があり審査の結果９件に補助金を交付した。前年度補助事業者を含め、７件が認証を取得。
②食品認証の取得と販路拡大に関するセミナーを実施し、延べ６５名が参加した。
③コーディネーターによる認証取得に関する相談対応やサポート等

事業実施における
工夫点

コーディネーターの専門的な知識を生かし、企業の段階に応じたきめ細やかなサポートを行う。

対象者 市内食関連企業 開始 平成27 年度 終了

事業の性質

事
業
内
容

実施形態

目的

短期

市内企業の認証取得件数を増やす。（【目標】2015年度から2022年度までの認証取得件数（累計）45件）

長期

食品の安全対策を向上させる取組を推進するとともに、それを対外的に示していくことで国内外での競争力を高
め、札幌市内の食関連産業の振興を図る。

取組内容

市内食関連企業の国内外での競争力強化のため、食品衛生管理等の認証取得に取り組む企業を支援する。
①食品衛生管理等の各種認証を取得するために必要な経費の補助。
②認証の取得を目指す企業を対象としたセミナーの開催。
③コーディネーターによる助言や相談対応等。
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◎検証（振り返り）

□ 企画 □ 実施 □ 評価 ■ 対象外 □ 回答 □ 反映

● A ○ B ○ C ○ 評価省略対象事業・前年度実施なし

千
円

● A ○ B ○ C ○ 評価省略対象事業・前年度実施なし

○ 改善 ● 現状維持 ○ 休止・廃止

○ 拡充 ● 現状維持 ○ 縮小 ○ その他

千
円

今回の評価

評価の理由
実績が順調に推移していることから、本事業は市内事業者のニーズに合致しており、事業規模も適正である
と考えられる

次年度の
取組の
方向性・
改善内容

事業
内容

市内食関連事業者の輸出力・国際競争力の強化につなげるため、引き続き、企業ニーズを踏まえながら、国
際的に通用する認証取得に係る補助を実施していく。

予算
企業ニーズ等を踏まえ、現状維持とする。

見直し効果額 0

前回の評価

今年度取り組んだ
見直し内容

なし
見直し効果額

（前年度）
0

市民参加の実施 市民参加結果への対応

今後の改善点

より販路拡大につなげていくために、国際的に通用する認証の取得に積極的に取り組む企業の掘り起こしを
行う必要がある。

事業の実施手法
（事業の効率性、

実施主体は適切か）
A

専門的な知識を持つさっぽろ産業振興財団を実施主体とすることで、企業の衛生管理レベルに応
じた情報提供や相談対応を行い、また、販路拡大まで一貫したきめ細やかな支援が可能となって
いる。

対象者の満足度
（対象者のニーズ
に応えているか）

A

採択枠を超える応募があることや、販路拡大に不可欠な部分に対する補助であることから、対象
者の満足度は高いと考える。

事業の成果
（目的をどの程度
達成できたか）

A

活動指標及び成果指標の目標を上回る実績を達成した。

事業規模
（事業ボリューム

は適切か）
A

７件程度の補助を予定していたところ、９件に対し補助を実施した。申請は１０件あり、補助上限額
等も企業のニーズを踏まえたものとなっており、適切な事業規模である。

項目 判定 理由

48件 50件 54件

成果指標２

指標名

令和2年度実績 令和3年度目標 令和3年度実績 令和4年度目標

成果指標１

指標名 認証取得件数（累計）

令和2年度実績 令和3年度目標 令和3年度実績 令和4年度目標

43件

7件

活動指標２

指標名

令和2年度実績 令和3年度予定 令和3年度実績 令和4年度予定

活動指標１

指標名 補助件数

令和2年度実績 令和3年度予定 令和3年度実績 令和4年度予定

9件 7件 9件


